































型機関創設」大西編（2017 年）・前掲注（1）第 5 章，谷澤叙彦「英国下院の選挙制度（一）～（六・完）」










　議会選挙を実施するための手続は 1983 年国民代表法（Representationof thePeople











が選挙管理官となる（1983 年法 24 条）。②スコットランドにおいては，選挙区が地方自
治体（localgovernment）と重なる場合は当該地方自治体の議員選挙で選挙管理官を務め
る者が兼任し，選挙区が複数の地方自治体にまたがる場合は該当する地方自治体の選挙管
理官のうち国務大臣が命じた者が担う（1983 年法 25 条）。③北アイルランドにおいては，




によって指名された選挙登録官が務めている（1983 年法 28 条（1））。
　選挙管理官は多様な権限と義務を有するが，詳しくは後述する。なお，選挙管理の不正
を争う選挙訴訟が提起された場合，選挙管理官が被告となる（1983 年法 121 条（2））。また，





（3） R.Morris&M.Heath,Running Elections 2020（8thed.,APSBooks,2020）p.63.
―156―















　選挙登録官は選挙人名簿を作成し保持する義務を負っている（1983 年法 9 条）。また，
調整した選挙人名簿を毎年公表しなければならない（1983 年法 13 条）（4）。選挙登録官は，
①イングランド及びウェールズにおいては地方議会が事務職員の中から任命し，②スコッ
トランドにおいては地方自治体が事務職員の中から任命し，③北アイルランドにおいては

















Commission, UK Parliamentary general election Guidance for candidates and agents: Part 5 of 6 － Your 























Parties,ElectionsandReferendumsAct2000）に基づき 2000 年 11 月 30 日に設立された














（6） H.F.Rawlings,Law and the Electoral Process （Sweet&Maxwell,1988）p.213.
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用いてもよい（ElectoralCommission, Part C-Administering the poll  UK Parliamentary general election 
and local government elections in England: guidance for （Acting） Returning Officers （2019）at［6.73］）。
―160―



































ならない（ElectoralCommission, Handbook for polling station staff: Supporting a UK Parliamentary 




































（1983 年法 67 条以下）。ただし，候補者本人が選挙事務長となることもできる。
（13） Rawlings,supranote6,p.219.
―162―

































定されている（1983 年法 23 条（3））。なお，イギリスの選挙訴訟については，三枝昌幸「イギリスにおける
選挙訴訟」千葉商大紀要 57 巻 3 号（2020 年）195 頁以下参照。






　本件は 1974 年 5 月に実施された地方選挙（Sudburywardof theLondonboroughof




















② ‘Margaret Thatcher’ 事件









　高等法院は（19），Harford 判決における WrightJ. の傍論に注目する。それは，指名書が「指
名 権 の 濫 用（abuseof therightofnomination）」 又 は「 明 白 な 虚 構（obvious
（17） R v. An Election Court, ex parte Sheppard［1975］2AllE.R.723（QB）.
（18） Ibid.,pp.726-727.
―164―
















③ Sanders 事件 
　本件は 1994 年 6 月に実施されたヨーロッパ議会選挙に関する事案である（22）。原告であ
る A.Sanders は‘LiberalDemocrat’（自由民主党）と記載した指名書を提出し受理された。
翌日，R.Huggett が ‘Liberal’ の ‘b’ を ‘t’ に変えた ‘LiteralDemocrat’ と記載した指名
書を提出し受理された。投票の結果，74953 票を獲得した G.Chichester（保守党）が当選
した。Sanders は 74253 票であり，次点で落選した。なお，Huggett は 10203 票を獲得し
た。この結果について，本来は Sanders に投票するつもりだった選挙人の一部が，‘Literal










（19） R v. The Acting Returning Officer for the Constituency of Barnet, Finchley ex parte （QB,3June1983） ;
［1983］LexisCitation1889.
（20） Harford v. Linskey［1899］1Q.B.852,p.862.
（21） R v. Returning Officer for the Parliamentary Constituency of Barnet and Finchley ex parte Bennett v. 
Thatcher （CA,3June1983）;［1983］LexisCitation2175.









































には認められないとされる（B.Watt,UK Election Law: a critical examination （Routledge,2006）p.114）。
―166―













されている。それを示したのが Ruffle 判決である（28）。本件は 1981 年 5 月に実施された地
方選挙（ExeterNo.2CountyElectoralDivision）に関する事案である。当選者である D.















（27） ただし，例えば各候補者の氏名に 1，2，3，4 という具合に数字が記入されていた場合，これらの数字は選
挙人の選好順位を示すものと解されるから，選挙人は「1」を記入した候補者に投票する意思があると判断
され，投票は有効となる（ElectoralCommission,Dealing with doubtful ballot papers in GB: Supporting UK 
Parliamentary elections （2017）at［2.11］）。
（28） Ruffle v. Rogers and another ［1982］1Q.B.1220（CA）.なお，本件では 1973 年地方選挙（主要地域）規則


































（32） なお，手書きの投票用紙を無効とした古い判例（Woodward v. Sarsons （1875）L.R.10C.P.733;Borough of 
Exeter Case （1911）6O’M.&H.228）も存在するが，これらは現行法の下ではもはや法ではないとする（Ruffle 
v. Rogers, supranote28,p.1229）。
（33） Ruffle v. Rogers,ibid.,pp.1229-1230.
（34） ElectoralCommission, supra note27,at［2.14］-［2.16］.
（35） Rawlings は，議会選挙規則 47 を機械的に適用した結果生じる選挙人の選挙権剥奪（disenfranchisement）
という問題が Ruffle 判決によって緩和されていると指摘する（Rawlings,supranote6,p.217）。
（36） LawCommission,Electoral Law: A joint final report （2020）.
―168―










































































（42）ElectoralCommission,Electoral fraud in the UK: Final report and recommendations （2014）p.5.なお，選挙
委員会は，具体的な本人確認の方法について検討した報告書を 2015 年に公表している（ElectoralCommission,
Delivering and costing a proof of identity scheme for polling station voters in Great Britain（2015））。
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 （2021.9.19 受稿，2021.11.10 受理）
（46） 法案の概要については以下を参照。Elections Bill Explanatory Notes （2021）.
（47） なお，最高裁は，選挙長は立候補届出書類の形式的審査をしなければならないが，実質的審査をする権限は
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